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自己紹介
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叶内  眞帆

株式会社ゼロック  LCAコンサルタント

かなうち

＜これまでの経験＞

• リチウムイオン電池のLCA算定およびリサイクルによる削減効果評価

• SAFのGHG削減効果評価

• 風力発電システムの削減貢献量算定事例の作成支援

• 建設・建築製品のEPD取得支援

• CBAMコストシミュレーションレビュー など



本セミナーでわかる３つのポイント
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① 今後のタイムライン

② 規則の改正見込みとその背景

③ 他企業の動向



CBAMのこれから



現在～今後のタイムライン
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2026年1月

本格実施期間
開始

2027年2月

CBAM証書購入・
申告・支払い開始

2026年分の
申告・支払い期限

～2027年末 2028年1月 2029年以降？

排出量デフォルト値・
無償割当の数値更新

2027年9月末 ～2027年末

基本規則の改正 改正後の
基本規則発効

対象製品がさらに拡大？
間接排出の申告も義務化？

⇒対象製品の拡大、
迂回禁止規定追加 etc.



2028年から対象製品が拡大
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2025年12月の実施規則公表と同時に、

基本規則 2023/956 の改正案も公表

・鉄・アルミ関係の下流製品も対象に（＋180品目）

・2028年1月から適用



なぜ拡大されるのか：「炭素漏出」の防止
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上流製品を輸入し、
自国で下流製品を生産

CBAMコストが発生

E
U
域
内

本来の運用

E
U
域
外



現行制度では意図的な迂回行為を防ぎきれない
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生産拠点を移転し
下流製品を生産

下流製品を輸入

炭素が域外に「漏出」しているだけ
⇒実質的に排出量削減にならない

CBAMコストゼロ

E
U
域
内

迂回行為による
「炭素漏出」

E
U
域
外



域内と域外で下流製品メーカーの炭素コスト差が拡大
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例：鉄鋼 完成品

コスト差
E
U
域
内

E
U
域
外

EU ETSのコストが乗った鉄鋼を
購入 完成品を生産

原材料コストが高い

炭素コストが低い/ない鉄鋼を
購入 完成品を生産 輸出

完成品がCBAM対象外なら
原材料の追加コストなし

域内工場 E
U
へ
輸
出

結果的に、EU域外で生産された完成品のほうが安くなりやすい

下流段階への「炭素漏出」

域外工場



まずは炭素漏出の可能性が高い鉄・アルミが拡大対象
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（例） ・ケーブル

cables washing machines

https://ec.europa.eu/commission/presscorner/api/files/document/print/en/qanda_25_3089/QANDA
_25_3089_EN.pdf

・洗濯機

対象：鉄やアルミの含有率が高いもの（追加候補製品では平均79%）

機械・装置、自動車部品、家電製品、建設部材 など

約60%が鉄
約5%がアルミ
約5%がセメント

対象製品の複合品かつ部品が多い
⇒実測値の計算負荷が高い

約95%以上が鉄



追加製品の一部はデフォルト値マークアップなしの可能性
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・前提として、追加される対象下流製品でも実測値での申告が優先

・その上で、デフォルト値を使用する場合には、マークアップはなしにする

計算の負荷を考えると、デフォルト値での申告で良いかもしれません

EUが検討中の事項



2028年以降も対象製品は拡大見込み
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• パルプ・紙

• ガラス

• セラミックス

• 合金鉄

• 非鉄金属

優先的に検討されている製品

予備的に検討されている製品

• 化学品（無機・有機）

• ポリマー

規則改正時期は未公表

（2028年の規則改正が落ち着いてから？）



将来的に鉄やアルミ等の間接排出も対象となる見込み
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対象：鉄・アルミ・水素

燃料の燃焼による
CO2排出

電力の使用による
CO2排出

直接排出のみ対象 直接排出＋間接排出が対象

電力使用量が多い製品は、CBAMコストが大幅に上がる可能性があります



EU以外でもカーボンプライシング導入が拡大
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• 2025年の収益は約1,070億ドル超

• 2030年までに世界のGHG排出量の30%をカバーできる見込み



中～高所得国ではカーボンプライシングの導入が拡大
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分類 国 内容 ステータス 最新動向 特徴

CBAM・
国境調整型

英国 UK CBAM 開始決定済
2027年1月

開始
証書購入・償却ではなく、

税として申告・納付

米国
高排出産業・
輸入品への炭
素国境調整

検討中
2025年

法案再提出済
連邦炭素価格がなく、既存ETS価

格と連動する設計は困難

ETS・クレ
ジット型

英国 UK ETS 施行中
2026年7月
対象拡大予定

UK CBAMと連動し、無償割当を
段階的に廃止。EU CBAMと近似

日本 GX-ETS 施行中
2026年度～
義務化

輸入品ではなく
国内大口排出者が対象

炭素賦課金型

マレー
シア

炭素税 導入予定
2026年
導入予定

EU CBAMの影響を受けやすい
鉄鋼が対象

シンガ
ポール

炭素税 施行中
2年ごとに
税率増加中

固定税率型。輸入品別ではなく、
国内施設の排出に対する課税

（例）



CBAM型は検証やデータ収集の対応負荷が大きい
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データ収集・算定 検証

内容
対応
負荷

内容
難易
度

CBAM・国境調整型

• 輸入品ごと・製造施設ごと・
前駆体ごとのデータと算定が
必要

• サプライヤーからの一次デー
タ収集が困難

大
• 要件が多く、検証を受け

る準備が複雑
• 細かい部分も検証される

高

国内ETS・
クレジット型

• 施設単位の排出量算定が中心
• 排出枠管理が必要

中
• 施設別の検証でOK
• 排出枠管理

中～
高

国内炭素賦課金型
• 燃料購入量・使用量から直接

排出量を算定
小

• 自社データが正確であれ
ば比較的スムーズに合格

低～
中

①国内カーボンプライシングの普及  ②CBAM型への拡大 が現実的



（参考）EU公式のCBAM説明会内容より一部抜粋
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• CBAM用のモニタリングプランひな形は非公開

• 2026年分については、モニタリングプラン作成と実測データ収集の同時並

行もOK

• 各種規則の日本語訳版を作成中

• GX ETSで支払った額は、CBAMでの支払い控除対象になる可能性あり



他企業の動向



移行期間にはプレ検証を行った企業もある
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https://www.carbonnt.com/en/customers/e100df92-25e3-4682-aec6-9b25a58024a8

項目 内容

実施主体
Shanghai Foreign Trade (Pudong) 

Co., Ltd.
（中国の鉄鋼メーカー）

対象製品 ねじ（CNコード：7318）

データ収集期間 2023年1月1日～2023年12月31日

検証完了日 2024年12月27日

（例）



排出量の差を含め、総合的にメリットを考える必要
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実測値を使う場合、100トン輸入あたりコストを約55万円削減できる

 一次データの収集負荷を鑑みると、算定メリットは大きいと言えるのか？

直接排出量

2.354 t-CO2e/t

実測値 デフォルト値

2.738 t-CO2e/t＜



移行期間に実測値で報告していた企業は非常に少ない
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2023年Q4 2024年Q1 2024年Q2 2024年Q3

デフォルト値 実測値

約5% 約50%

なし ～20%
デフォルト値
使用制限

実測値
使用企業割合

デフォルト値の使用制限があっても

なお実測値報告は進まなかった

一次データ収集の負荷が膨大

本格実施期間はデフォルト値の制限がない

 実測値申告は非常に少ないことが予想される
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